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令和４年８月１５日付け奈総総第１８６号で諮問のあった下記の件について、別

紙のとおり答申します。 
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【諮問 ： 行文第０４－０６号】 

令和４年６月６日付け奈整 J 整第８６号行政文書部分開示決定通知書による部分

開示決定処分に係る審査請求について 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



- 1 - 

（別紙） 

答申：行 文 第 ６ ９ 号 

諮問：行文第０４－０６号 

 

     答  申 

 

第１ 審査会の結論 

奈良市長が行った、令和４年６月６日付け奈整 J 整第８６号行政文書部分開

示決定通知書による部分開示決定処分のうち、奈良市情報公開条例（平成１９

年奈良市条例第４５号。以下「条例」という。）第７条第６号を理由に不開示と

した部分については理由がないので、取り消すべきであるが、その余は妥当で

ある。 

 

第２ 審査請求の経緯 

１ 行政文書の開示請求 

審査請求人は、令和４年５月２３日付けで、条例第５条第１項の規定に基づ

いて、奈良市長（以下「処分庁」という。）に対して、次の行政文書開示請求（以

下「本件開示請求」という。）を行った。 

ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業内（１２・１３・１４・１６街区）の地盤

調査報告書 

２ 処分庁の決定 

処分庁は、本件開示請求に対し、「ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業に伴う

地盤調査業務委託報告書」を対象行政文書（以下「本件対象行政文書」という。）

として特定し、令和４年６月６日付け奈整Ｊ第８６号で部分開示決定（以下「本

件処分」という。）を行い、審査請求人に通知した。 

処分庁は、本件対象行政文書について、次の⑴から⑶までに掲げる行政文書

の不開示部分に応じ、当該⑴から⑶までに定める理由により不開示とした。 

⑴ 目次の１０行目・１１行目、１ページの８行目・１０行目・１１行目、１ペ

ージの表１－１における調査項目欄の１行目から７行目、同表１－１におけ

る調査地点の左から２列目・３列目、９ページの１行目・４行目、１０ページ、

１１ページ、スクリューウエイト貫入試験データにおける図４－２及び次ペ

ージ以降５枚・図４－３及び次ページ以降６枚、現場記録写真における４枚

目から８枚目 

使用収益を開始している土地については、特定の個人に関する財産情報で

あり、情報を公開することにより個人の権利利益を害するおそれがあるため
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条例第７条第２号に該当する。 

⑵ １ページにおける主任技術者及び担当技術者の氏名、スクリューウエイト

貫入試験データにおける試験者氏名 

特定の個人を識別することができるため条例第７条第２号に該当する。 

⑶ 目次の９行目・１２行目・１３行目、１ページの８行目・９行目・１２行

目・１３行目、１ページの表１－１における調査項目欄の１行目から７行目、

同表１－１における調査地点の左から１列目・４列目・５列目、３ページの写

真、９ページの１行目・４行目・８行目から最終行まで、１２ページ、１３ペ

ージ、スクリューウエイト貫入試験データにおける図４－１及び次ページ以

降６枚・図４－４及び次ページ以降５枚・図４－５及び次ページ以降７枚、現

場記録写真における１枚目から３枚目・９枚目から１３枚目 

使用収益を開始していない土地については、区画整理事業中の土地であり、

情報を公開することにより当該地権者との信頼関係が損なわれ、今後の本事

業の実施に支障を生ずるおそれがあるため条例第７条第６号に該当する。 

３ 審査請求 

審査請求人は、本件処分を不服として、令和４年７月１４日付けで、行政不服

審査法（平成２６年法律第６８号）第２条の規定に基づき、奈良市長に対し、審

査請求（以下「本件審査請求」という。）を行った。 

 

第３ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件処分を取り消し、不開示とされた本件対象行政文書に記載の１２、１３、

１４、１６街区に係る数値を開示するとの裁決を求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求書及び当審査会での口頭による説明を要約すると、審査請求の理由

はおおむね次のとおりである。 

⑴ 本件開示請求の経緯 

ア 審査請求人は、ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業（以下「本件事業」と

いう。）に係る土地の地権者であり、また、対象街区の土地所有者である。 

イ 当該地盤調査について審査請求人は、「『本件事業の土地の地盤が緩いと

いうことであるならば地盤を調べて報告して欲しい』と審査請求人ら地権

者が要望し、調査が行われた」との認識である。 

ウ 上記ア及びイから、審査請求人は、「当該地盤調査の結果については審査

請求人ら地権者に当然報告がなされるものである。それにもかかわらず報

告が行われていない」ということで本件開示請求に至った。 
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⑵ 本件審査請求の経緯 

ア 本件対象行政文書に記載されている数値が不開示であったため、「数値を

含め調査結果は、当該地盤調査を依頼した審査請求人ら地権者には当然開

示される情報である。違法であり、不当である。」として本件審査請求に至

った。 

イ なお、当該地盤調査の結果が報告されないため、審査請求人ら数人の地

権者は、「土地が緩い」という不安が払しょくされず、加えて、土地が緩い

証しとして、実際にスコップを使って簡単に１ｍ50ｃｍ程度を掘ることがで

きる等の実際の土地の状況、更には改良土とする処置を講じることもなく、

緩い土地のまま固めないで、ユンボで踏みつける程度であった等の実際行わ

れた本件事業の工事の様子を間近に見る限りこれで本当に大丈夫なのかと

いう、本件事業で換地されて自分たちに戻される土地に対する不安と不都合

な事実を隠蔽していると思わざるを得ないという行政に対する不信が増し

ている、と主張している。 

 

第４ 処分庁の説明の要旨 

弁明書及び当審査会での口頭による説明を要約すると、不開示理由はおおむ

ね次のとおりである。 

１ 条例第７条第２号の不開示情報について 

本件対象行政文書に掲載の調査対象のうち、使用収益を開始している土地に

ついては、現行土地所有者の個人財産である。 

したがって、それら土地に係る調査結果は個人の財産状況等に関する情報と

して「個人に関する情報」であることから、条例第７条第２号に該当するとした

ものである。 

２ 条例第７条第６号の不開示情報について 

本件対象行政文書は、本件事業における土地のうち、特定の街区を選定して

行った地盤調査の結果報告書であるが、本件対象行政文書に掲載の使用収益前

の土地は、本件事業により奈良市が預かっている状態である。このため、条例

第７条第２号ではなく、次のとおり条例第７条第６号の規定に該当するとして

不開示としたものである。 

⑴ 土地区画整理事業に対する審査請求人の誤解について 

土地区画整理事業において、換地は原則として区画整理前と比べて、位置、

地質、水利、利用状況、環境等が照応するように定めることになる（照応の原

則）。この照応の原則により、土地区画整理事業は元々の土地を改良して売る

のではなく、元々の土地の形を整え、整地して換地する事業である。このこ
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とから土地を改良するものではない。この点について審査請求人には誤解が

ある。 

⑵ 当該地盤調査に対する審査請求人の誤解について 

当該地盤調査は、従来の土地、盛土よりも下の部分の地質がどうであった

かを調べるものであり、盛土により造成された部分（土地）の調査ではない。

この点について審査請求人には誤解がある。調査結果は盛土に関しては意味を

なさないと審査請求人に説明するも、理解は得られていない。当該地盤調査の

結果については、具体的な数値は下記⑶の理由により示していないものの、

問題のない地盤であることは審査請求人には伝えているが、審査請求人は依

然として造成が不十分であると主張している。 

⑶ 当該地盤調査が明らかになることによる支障について 

ア 土地区画整理事業では照応の原則によるところ、原位置換地の条件下に

おいては土質の照応が確保されるため、通常、地耐力まで事業者が保証す

るものではない。そのため、当該地盤調査は本来、必須ではなく、その調査

結果は本件事業における換地にあたって評価すべき項目ではない。ゆえに、

本来、調査をやったかどうか、どのような結果であったか、当該地盤調査の

結果が明らかになることは、照応の原則の評価以外の情報が明らかになる

ことになる。 

イ 上記⑴及び⑵の状況を踏まえると、当該地盤調査の結果が明らかになる

ことで、照応の原則の評価以外の情報が独り歩きして区画整理事業に影響

が出る。具体的には、調査結果の如何によっては、地盤改良などを求められ

る。さらには、今回調査は必須ではなかったところ、今回の調査の場所が明

らかになると、他の地権者から調査要望が出る、又は調査をする・しないに

よって地権者との信頼関係が損なわれる等の事業の進捗にあたっての支障

がある。したがって、当該土地に係る調査結果は「市の機関が行う事業に関

する情報」であって、「公にすることにより、契約、交渉に係る事務に関し、

市の財産上の利益を不当に害するおそれがあるもの」として、条例第７条第

６号の規定の「事務事業に関する情報」に該当する。 

３ 以上により、本件審査請求は理由を欠き、棄却されるべきものである。 

 

第５ 審査会の判断 

１ 本件開示請求について 

審査請求人は、本件開示請求について、審査請求人が本件事業に係る土地（画

地）の地権者、当該地盤調査対象街区の土地所有者、さらには当該地盤調査の実

施を要望した者であることから、本件対象行政文書の情報は当然知り得るもの
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であるとしている。 

処分庁はこれについて、地権者との仮換地が済んで使用収益を開始している

土地についての調査結果は条例第７条第２号の個人情報で不開示としている。

一方、地権者が使用収益を開始していない土地（画地）については、条例第７条

第６号の事業遂行に支障のある情報として不開示としている。また、どこの土

地を何地点調査したかも同様に条例第７条第６号の事業遂行に支障のある情報

として不開示としている。 

審査会は、審査請求人及び処分庁のそれぞれの主張を踏まえ、本件事案につ

いて審査した結果、次のとおり判断した。 

２ 条例第７条第２号の該当性について 

⑴ 区画整理事業における使用収益開始の意義について 

当該地盤調査は、本件事業における土地のうち、特定の街区を選定して行

ったものであるが、土地区画整理法第９９条第２項の規定による通知がなさ

れた土地（画地）が含まれている。 

土地区画整理法第９９条第２項の規定により、仮換地の宅地造成工事が竣

工した場合等には、同項の「仮換地について使用収益を開始することができる

日」（略して「使用収益開始日」という。）の通知が行われる。使用収益開始日

の通知があり、その日が到来したときには、仮換地の権利者は該当する土地に

ついて使用収益をすることができる。 

したがって、使用収益を開始している土地（画地）は、換地の所有権取得に

ついては本件事業完了後の換地処分公告後であるとはいえ、既に仮換地の使

用収益権を得ている個人の財産と位置付けられる。 

⑵ 第２号（個人に関する情報）の該当性について 

一般的に土地の所有権に関する情報は法務局で何人も閲覧できるが、当該

地盤調査の結果についての情報は一般人が通常入手しうるものではなく、ま

た、場合によっては人に知られたくない（プライバシー性のある）情報ともな

りうる。 

したがって、使用収益を開始している土地（画地）についての調査結果は、

使用収益権限を得ている者の財産状況等に関する情報として、条例第７条第

２号「個人に関する情報」に該当する。 

よって、地権者との仮換地が済んで使用収益を開始している土地（画地）に

ついての当該地盤調査結果を、条例第７条第２号の個人情報で不開示とした

処分は妥当である。 

２ 条例第７条第６号の該当性について 

⑴ 条例第７条第６号について 
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本号は、市の機関又は国等の機関が行う事務又は事業の適正な遂行を確保

する点から、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある情

報については、不開示情報とすることを定めたものである。「適正な遂行に支

障を及ぼすおそれ」があるかどうかについては、要件の該当性を客観的に判

断する必要があり、また、事務又は事業がその根拠となる規定・趣旨に照ら

し、公益的な開示の必要性等の種々の利益を比較衡量した上での「適正な遂

行」と言えるものであることが求められる。 

⑵ 適正な事業遂行に支障を及ぼす影響の該当性について 

処分庁によると、当該地盤調査の結果自体が本件事業において本来何等意

味を持つものではないが、区画整理事業で地盤調査をすることは異例である

こと、さらに、この例外的な調査に対する処分庁と審査請求人の認識の違い

が審査請求人の誤解を生んでいる状況を踏まえると、当該地盤調査の結果を

開示すると照応の原則の評価以外の情報が独り歩きして、調査結果の如何に

よっては、地盤改良などを求められる、他の地権者から調査要望が出る等、

相応に対応が必要となり、それらが適正な事業遂行に支障を及ぼすとしてい

る。 

この点において、審査請求人には土地区画整理事業に対する誤解及び当該

地盤調査に対する誤解があるという処分庁の主張には不合理な点は見当たら

ず、当該地盤調査の結果を開示することにより説明を求められる等の対応が、

相応の負担になることから全く支障が無いとは言えない。 

しかしながら、それらが「事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれ」がある

とまで言うには、種々の利益を比較衡量した上での「適正な遂行」と言えるも

のであることが求められる。また、「支障」の程度は名目的なものでは足りず、

実質的なものが要求され、「おそれ」の程度も単なる確率的な可能性ではなく、

法的保護に値する蓋然性が要求される。 

このことから、当該地盤調査が例外的なものであって、調査結果自体が本

件事業において本来何等意味を持つものではないとしても、当該地盤調査が

ある程度周知されている等、実施された経緯を踏まえると「本件対象行政文

書の情報は当然知り得るもの」とする審査請求人の主張に一定の合理性はあ

り、また本件事業は適法に進んでおり、しかも、当該地盤調査の結果は客観的

な数値でもある。 

そこで、「当該地盤調査の結果を不開示にしてまで法的に保護しようとする

事業の適正な遂行とは何か」、「当該地盤調査の結果を開示することで本件事

業全体の適正な遂行に及ぼす支障とはどの程度のものか」等、処分庁が「事業

の適正な遂行」と「開示する公益」とを比較衡量したうえでなお不開示が妥当
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であるとした具体的な理由について、当審査会において数回、処分庁に確認

したが、合理的な理由があると認められるものではなかった。 

したがって、第６号（事務事業に関する情報）とするまでの理由はないと

し、同号には該当しないものと判断するものである。 

よって、地権者が使用収益を開始していない土地（画地）についての当該地

盤調査結果を、条例第７条第６号により不開示とした処分は妥当でない。 

３ まとめ 

当審査会は、本件事案を厳正かつ客観的に判断した結果、冒頭の「第１ 審査

会の結論」のとおり判断する。なお、審査請求人のその余の主張は、いずれも当

審査会の判断を左右するものではない。 

なお、本件審査請求についての当審査会の判断は、本件処分時点の状況をも

って適否を検討したところではあるが、本件処分後に、条例第７条第６号によ

る不開示決定とした土地（画地）の中で、地権者との仮換地が済んで使用収益を

開始した土地（画地）があることが当審査会の審査過程で判明した。 

当該土地（画地）については、区画整理事業における使用収益開始の意義から

個人の財産と位置付けることができることから、処分庁が当審査会の判断を受

けて本件処分を見直すに当たっては、本件処分後の事情の変化を考慮して慎重

に判断すべきである。 

 

第６ 審査会の審査経過 

当審査会における審査経過は、次のとおりである。 

年 月 日 審 査 経 過 

令和４年 ８月１５日 審査庁から諮問を受けた。 

令和４年 ９月２０日 令和４年度第６回審査会 

１ 処分庁から口頭による説明を受けた。 

２ 審査請求人の口頭意見陳述を行った。 

３ 事案の審議を行った。 

令和４年１０月２５日 令和４年度第７回審査会 

 事案の審議を行った。 

令和４年１１月２２日 令和４年度第８回審査会 

１ 処分庁から口頭による説明を受けた。 

２ 審査請求人の口頭意見陳述を行った。 

３ 事案の審議を行った。 

令和４年１２月１３日 令和４年度第９回審査会 

 事案の審議を行った。 
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令和５年 １月３０日 令和４年度第１０回審査会 

 答申案の取りまとめを行った。 

令和５年 ２月 ９日 審査庁に対して答申を行った。 

 

○ 奈良市情報公開審査会委員（敬称略） 

氏  名 役 職 名 備  考 

石 黒 良 彦 弁護士  

上 田 健 介 上智大学法学部教授 会長職務代理者 

杵 崎 のり子 奈良学園大学客員教授  

中 谷 祥 子 弁護士  

浜 口 廣 久 弁護士 会長 

 


